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助成・会計グループ

１　公立学校施設整備費国庫負担金及び学校施設環境改善交付金

公立学校施設整備費国庫負担金及び学校施設環境改善交付金の適正かつ効率的な配分と市町村立学校施設の整備を促進するための指導と助言に努めた。

· 根拠法令

· 義務教育諸学校等の施設費の国庫負担等に関する法律

· 学校施設環境改善交付金交付要綱

· 地震防災対策特別措置法

· 補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律

· 公立学校施設災害復旧費国庫負担法

· 原子力発電施設等立地地域の振興に関する特別措置法

（1）交付決定額

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	年　　度
	28年度
	27年度
	26年度

	交付決定額
	13,313,658
	19,194,824
	8,809,801


	交　　付　　決　　定
	負　担　率
（算定割合）

	負担金事業名
	平　成　28　年　度
	

	
	件　数
	面積(㎡)
	負担補助金額(千円)
	

	小学校校舎の
新増築事業
	10
	3,948
	362,347
	1/2

	中学校校舎の
新増築事業
	2
	1,641
	148,718
	1/2

	小学校屋内運動場
の新増築事業
	4
	1,140
	117,383
	1/2

	中学校屋内運動場
の新増築事業
	2
	1,042
	121,292
	1/2

	小中学校の統合校舎等

の新増築事業
	5
	17,171
	1,821,078
	1/2

	負担金計
	23
	24,942
	2,570,818
	


	交　　付　　決　　定
	負　担　率
（算定割合）

	交付金事業名
	平　成　28　年　度
	

	
	件　数
	面積(㎡)
	負担補助金額(千円)
	

	危険建物等の改築
事業（小中）
	55
	32,079
	2,167,361
	1/2(特措法 Is値0.3未満) 

1/3

	地震補強事業

（校舎等の補強工事）
	4
	－
	194,387
	2/3(特措法 Is値0.3未満)

1/2

	長寿命化改良事業
	6
	－
	388,911
	1/3

	大規模改造事業
	527
	－
	4,648,358
	財政力指数１超 2/7

1以下1/3

	太陽光発電導入事業
	8
	－
	34,974
	1/2

	屋外教育環境整備事業
	8
	－
	101,584
	1/3

	防災機能強化事業
	203
	－
	2,944,895
	1/3

	学校統合に伴う

既存施設の改修事業
	3
	－
	262,330
	1/2

	交付金計
	814
	32,079
	10,742,840
	

	合　　　計
	837
	57,021
	13,313,658
	


· 財産処分承認申請及び報告

　　　　　  　　　進達件数（建物関係）　２２件　１１市町　２２校（園）

　　　　　　　　　　　　　（用地関係）　１４件　　３市町　１４校

２　授業料等の徴収状況

府立高等学校（全日制・多部制単位制・定時制）及び支援学校の児童・生徒にかかる入学料、独立行政法人日本スポーツ振興センター共済掛金の徴収事務を行うとともに、授業料等の滞納債権の管理・徴収、法的措置などの事務を行った。
(1) 府立高等学校（全日制・多部制単位制・定時制）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）

	区　　分
	調　定　額
	収入済額
	不納欠損額
	収入未済額

	授 　業 　料


	28
	133,127人

14,199,691,490
	131,762人

14,112,962,726
	243人

7,170,944
	1,122人

79,557,820

	
	27
	84,110人

9,706,583,034
	82,560人

9,599,228,585
	291人

19,805,248
	1,259人

87,549,201

	
	26
	46,284人

5,080,121,029
	44,293人

4,928,885,142
	566人

45,545,914
	1,425人

105,689,973

	入学料
	28
	40,165人

223,934,700
	40,153人

223,868,250
	0人

0
	12人

66,450

	
	27
	41,324人

230,269,900
	41,305人

230,171,000
	0人

0
	20人

101,000

	
	26
	42,067人

233,733,000
	42,054人

233,664,600
	0人

0
	13人

68,400


	空調使用料

	28
	271人

1,274,466
	10人

42,125
	29人

125,698
	232人

1,106,643

	
	27
	355人

1,660,260
	14人

61,632
	70人

324,162
	271人

1,274,466

	
	26
	620人

2,982,153
	53人

257,906
	210人

1,053,187
	357人

1,671,060

	独立行政法人

日本スポーツ

振興センター

共済掛金
	28
	124,499人

192,648,719
	119,868人

186,770,042
	210人

264,090
	4,421人

5,614,587

	
	27
	121,843人

193,847,722
	116,760人

187,434,523
	100人

106,370
	4,983人

6,306,829

	
	26
	127,197人

193,349,411
	121,452人

186,142,598
	313人

358,770
	5,432人

6,848,043

	計


	28
	14,617,549,375
	14,523,643,143
	7,560,732
	86,345,500

	
	27
	10,132,369,916
	10,016,895,740
	20,235,780
	95,229,396

	
	26
	5,510,185,593
	5,348,950,246
	46,957,871
	114,277,476


· 人数はそれぞれの欄の対象者数、「調定額　人数」は調定人数

「公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する法律」の施行により、平成22年度から府立高等学校の授業料は不徴収とした。また、空調使用料も、「大阪府立高等学校における空気調節設備の使用にかかる料金の額を定める規則」を廃止し、不徴収とした。

「高等学校等就学支援金の支給に関する法律」が改正施行されたことにより、平成26年度入学生から、授業料を徴収することとなった。

 (2) 府立支援学校

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　分
	調　定　額
	収入済額
	不納欠損額
	収入未済額

	独立行政法人

日本スポーツ

振興センター

共済掛金
	28
	8,340人

8,466,090
	8,310人

8,427,850
	―

―
	30人

38,240

	
	27
	5,935人

6,167,230
	5,912人

6,135,630
	―

―
	23人

31,600人

	
	26
	5,816人

6,005,430
	5,799人

5,979,980
	―　

―　
	17人

25,450


※　人数はそれぞれの欄の対象者数、「調定額　人数」は調定人数

(3) 旧府立高等専門学校分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　分
	調　定　額
	収入済額
	不納欠損額
	収入未済額

	授 　業 　料


	28
	―
	―
	―
	―

	
	27
	―
	―
	―
	―


	
	26
	2人

321,030
	2人

321,030
	―　

―　
	0人

0


※　人数はそれぞれの欄の対象者数、「調定額　人数」は調定人数

３　高等学校等修学支援制度

(1) 公立高等学校授業料不徴収制度（全額国費負担事業）

○根拠法令

・公立高等学校に係る授業料の不徴収及び高等学校等就学支援金の支給に関する法律

　　①国費収入額
	授業料不徴収交付金
	交付金対象生徒数　　   　539人

収入額　　　　　　13,679,622円
	（生徒数内訳）

府立高等学校　全日制　　　  1人

　　　　　　　定時制　　　458人

　　　　　　　通信制　　　 80人


※　平成26年３月31日以前から引き続き高等学校等に在学している生徒が制度の対象。

　　在籍者数は、公立高等学校授業料不徴収交付金の規定により、10月1日現在による。

(2) 高等学校等就学支援金（全額国費負担事業）

平成26年度以降に府内公立高等学校に入学した所得基準内の世帯の生徒に標記支援金を支給し、当該生徒の授業料に充てるため、所要の審査・支給事務等を行った。
○根拠法令

・高等学校等就学支援金の支給に関する法律

①国費収入額

	就学支援金

交付金
	交付金対象生徒数　　　　 121,157人

収入額　　　　　　13,519,482,987円
	（生徒数内訳）府内公立高等学校

全日制　　116,843人

定時制　　　3,526人

通信制　　　　788人

	事務費交付金
	収入額　　　　　　　　40,283,000円
	

	合　　計
	13,559,765,987円
	


②就学支援金支出額

	就学支援金
	交付金対象生徒数　　　 　121,157人

収入額　　　　　　13,519,482,987円
	（生徒数内訳）府内公立高等学校

府立　　　106,500人

市立　　　 14,657人


(3) 国公立高等学校等奨学のための給付金（国費3分の1補助事業）

平成26年度以降に国公立高校に入学した市町村民税所得割額が非課税である世帯の生徒を対象に、当該生徒の授業料以外の教育費負担を軽減するため、標記給付金の審査・給付事務等を行った。

①国費収入額（修学支援事業費補助金）

	奨学のための

給付金
	対象生徒数　　　　　 27,387人

収入額　　　　　667,424,000円
	（生徒数内訳）国公立高等学校

全日制　　 25,347人

定時制　　　1,676人

通信制　　　　364人


②支出額

	奨学給付金
	対象生徒数　　　　　 27,387人

支出額　　　　2,002,274,700円
	（生徒数内訳）国公立高等学校

府立　　　 23,410人

市立　　　　3,768人

国立・府外　　209人


（給付額）　全日制・定時制　生活保護受給世帯　　　　　　　 32,300円

第１子の高校生がいる世帯　　　 59,500円

第2子以降の高校生がいる世帯　129,700円

通信制　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 36,500円

(4) 高等学校等学び直し支援金（全額国費補助事業）

高等学校等を中途退学した者が、再び高等学校で学び直す場合に、所得基準内の世帯の生徒に就学支援金の支給経過後も継続して標記支援金を支給し、当該生徒の授業料に充てるため、所要の審査・支給事務等を行った。

①国費収入額（修学支援事業費補助金）

	学び直しへの支援
	対象生徒数　　　　　　　212人

収入額　　　　　　4,605,850円
	（生徒数内訳）

府内公立高等学校

全日制　　　　 31人

定時制　　　　124人

通信制　　　　 57人


②支出額

	学び直し支援金
	対象生徒数　　　　　　　212人

収入額　　　　　　4,605,850円
	（生徒数内訳）

府内公立高等学校

全日制　　　　 31人

定時制　　　　124人

通信制　　　　 57人


(5) 高等学校等家計急変への支援金（国費2分の1補助事業）

保護者等の失職等の理由で家計急変となった生徒に対して、授業料免除の緊急支援を行うため、所要の審査・免除事務等を行った。

①国費収入額（修学支援事業費補助金）
	家計急変への支援
	対象生徒数　　　　　　　　1人

収入額　　　　　　　 44,500円
	（生徒数内訳）

府立高等学校　全日制　1人


施設管理グループ
　府立学校の維持管理と改修等による教育施設の拡充整備に努めた。
１　府立支援学校の整備（学校建設費）     　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円）
	　年　度
	28年度
	27年度
	26年度

	予　算　額
	352,566,000
	343,145,000
	1,180,590,000

	決　算　額
	325,184,572
	 339,815,246
	 1,088,158,018


（１）施設設備改修　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 53,312,000円

（２）大規模改修（耐震対策）　　　　　　　　　　　　　　　   64,768,680円

（３）大規模改造（老朽化）                                    5,082,480円

（４）老朽昇降機改修　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　130,261,372円

（５）既設昇降機修繕                                         18,134,000円

（６）空調整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　   6,969,240円

（７）施設設備緊急改修                                        8,122,680円

（８）福祉整備　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 38,089,440円

（９）事務費                                                    444,680円

　　　　　　　　　　計　　　　　　　　　　　　　　　　　　   325,184,572円

２　府立支援学校の維持管理（学校管理費）　　　　　　　　         （単位：円）
	　年　度
	28年度
	27年度
	26年度

	予　算　額
	73,522,000
	55,138,000
	77,430,000

	決　算　額
	73,516,968
	55,136,620
	77,430,000


　　支　援　学　校　　　工事請負費　　　　　　　　　　　　　　　 5,797,896円

　　　　　　　　　　　　維持需用費　　　　　　　　　　　　　　　66,262,000円

　　　　　　　　　　　　消耗需用費　　　　　　　　　　　　　　　 1,457,072円

  　　　　　　　　　　　　 計 　　　　　　　　　　　　　　　　　73,516,968円

３　府立高等学校の整備（学校建設費）　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	　年　度
	28年度
	27年度
	26年度

	予　算　額
	4,169,764,000
	4,362,686,000
	5,519,477,238

	決　算　額
	3,867,842,170
	4,205,713,629
	5,282,938,693


(1) 大規模改造（耐震対策・非構造対策含む）　　　　　　　2,195,612,115 円

(2) 施設設備改修　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   80,091,829 円

(3) 福祉整備　　　　　　　　　　　　　　    　　　　　　　165,406,018 円

(4) 下水道放流切替                  　　　　　    　　　　 72,320,472 円

(5) 長吉高校環境整備                                        1,439,106 円

(6) 大規模改造事業（外部改修）　　　　　　　　　　　　　　484,850,925 円

(7) 大規模改造事業（内部改修）                            305,451,760 円

(8) アスベスト除去事業　　　　　　　　　　　　　　　　　  198,984,317 円

(9) 施設設備緊急改修事業                                     137,170,748 円

(10)学習環境改善事業（トイレ改修）                        226,514,880 円

計　　　　　　　　　　　　　　　　  　　　3,867,842,170 円

４　府立高等学校の維持管理（学校管理費）　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	　年　度
	28年度
	27年度
	26年度

	予　算　額
	2,072,739,840
	2,166,687,120
	2,154,575,680

	決　算　額
	1,891,830,692
	2,004,911,297
	2,096,862,370


　　

高等学校　　　　工事請負費　　　　　　　　　　　　　　　175,236,753 円

　　　　　　　　　　維持需用費　　　　　　　　　　　　　　　338,099,015 円

　　　　　　　　　　消耗需用費　　　　　　　　　　　　　　   10,660,616 円

　　　　　　　　　　委　託　料　　　　　　　　　　　　　　1,350,209,510 円

　　　　　　　　　　旅　　　費　　　　　　　　　　　　　　　　　124,910 円

　　　　　　　　　　使用料及び賃借料　　　　　　　　　　　　 17,499,888 円

                    　　計                                1,891,830,692 円

５　府立学校及び閉校した府立学校の用地等の管理
(1) 学校の管理業務

1 委託料の予算額及び決算額の推移（過去3ヶ年）

                                                               （単位：円）

	　年　度
	28年度
	27年度
	26年度

	予　算　額
	354,516,000
	359,300,000
	342,524,000

	決　算　額
	350,615,410
	338,802,091
	330,241,723


2 用地測量等の実施

ア　事業の目的

　　学校用地の円滑な確保及び適正な管理を図るため、民間会社等に委託し、用地測量等を行う。

　　　　 イ　事業の概要

　　　　　　　

　　　　　　

3 学校警備業務の実施

ア　事業の目的

　　教職員の宿日直勤務を廃止し、教育効果の向上に資するため、府立学校の警備業

務を民間会社に委託し、学校施設設備の管理・保全を行う。

 イ　事業の概要

　　　　 　　再編統合により閉校した学校を含む府立学校182施設を対象に、警備員の配置、パ

　　　　　 　トロールカーによる巡回及び警備機器の設置により、学校施設設備の管理・保全を

　　　　　　 行っている。

　　　　　 　・委託件数　　　36件

６　府立長吉高等学校環境整備事業

(1) 事業の目的

　　 長吉高等学校敷地内を大阪市の都市計画道路が通過していることから、両者の共存を図り、学校環境の確保に必要な措置を講じる。

(2) 事業の概要

　   平成10年度に工事中に必要となる仮設グランドが確保され、平成12年度に大阪市が道路本　

　   体工事に着手し、平成15年度末に完成した。府負担は、大阪市の起債償還額の2分の1とアンダーパス維持管理経費の2分の1の合計額である。

(3) 負担金実績の推移

　                                                             （単位：円）

	　年　度
	28年度
	27年度
	26年度

	予　算　額
	2,035,000
	1,993,000
	4,433,000

	決　算　額
	1,439,106
	1,599,722
	3,469,689


　

　

　　

　

　

　

　

　　

技術管理グループ

府立学校施設の改修等にともなう建築、電気設備、機械設備の現地調査、設計、積算、工事

監理及び検査を行った。

　工事種別件数（明細別記）

	工　　事　　種　　別
	件数
	工　　事　　種　　別
	件数

	　大規模改修工事（耐震を含む）
	25
	　昇降機設備工事
	13

	　内部改修工事
	６
	　その他機械設備工事
	４

	その他建築工事
	14
	　その他電気設備工事
	９

	　下水道放流切替工事
	１
	　土木工事
	１

	合計件数 73件（入札件数　58件　　随意契約件数 15件）


学校事務支援グループ

１　府立学校事務に係る相談及び研修の企画・運営に関する事務

学校事務室からの相談対応及び知識の習得・向上に向けた研修を行った。

　　学校事務職員向け研修会開催件数　　　　　　　１１回

	研　修　名　称
	実施日
	参加者数

	府立学校新転任事務職員等研修
	４月19日(火)
	81名

	府立学校事務（部）長等研修
	４月27日(水)
	132名

	府立学校事務職員　実務研修
	５月11日(水)
	72名

	移管校（市立支援）対象事務職員研修
	5月18日(水)
	15名

	府立学校事務職員　実務研修
	5月20日（金）
	115名

	移管校（市立支援）対象事務職員研修
	８月25日(木)
	13名

	府立学校事務職員研修　実務研修
	９月16日(金)
	120名

	府立学校事務職員研修　実務研修
	10月26日(水)
	93名

	府立学校事務職員研修　実務研修
	1月13日(金)
	139名

	移管校（市立支援）対象事務職員研修
	1月20日(金)
	14名

	府立学校事務（部）長等研修
	1月27日(金)
	153名


２　府立学校の査察等に関する事務
(1) 　府立学校における事務能率の向上と災害発生の防止を図るため、「大阪府立高等学校等査察要綱」（昭和32年制定）に基づく査察を毎年度実施している。

　　　平成28年度は学校徴収金等の会計処理の状況及び教務・服務の取扱い状況について、査察を実施し、不正防止・服務規律の是正に努めている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：校）
	
	実　　　　施　　　　校

	
	高等学校
	支援学校
	合　　計

	定 期 査 察
	28
	95
	21
	116

	
	27
	64
	10
	74

	
	26
	61
	11
	72

	随 時 査 察
	28
	0
	0
	0


(2) 　地方自治法第199条に基づく、府立学校の監査により、不備事項等の措置に対する指導及び関係課との連絡調整を行った。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　（単位：校）
	
	実　　　　施　　　　校

	
	高等学校
	支援学校
	合　　計

	監査委員現地視察
	―
	―
	―

	事務局監査
	138
	32
	170


(3) 会計実地検査について
　　　平成16年4月から府立学校の予算執行機関の移行に伴い、大阪府財務規則第166号に
　　基づく会計局の実地検査により、不備事項等の措置に対する指導及び関係課との連絡調整

を行った。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：校）
	
	高等学校
	支援学校
	合　　計

	実地検査校数
	138
	32
	170


３　府立学校管理費（学校維持管理費）に関する事務

　　府立学校の学校維持管理費については、各学校に適切な予算配当を行うとともに、円滑な学校運営を行えるよう指導・助言を行った。

　　　　　　　（単位：円）
	
	
	平成28年度
	平成27年度
	平成26年度

	高等学校
	施設財務課執行額
	1,047,745,142
	1,156,489,376
	632,196,590

	
	学校配当額
	2,621,792,780
	2,658,854,007
	3,351,354,688

	支援学校
	施設財務課執行額
	236,100,305
	178,345,140
	105,210,571

	
	学校配当額
	682,667,733
	532,104,949
	572,906,129

	　　合　　計
	施設財務課執行額
	1,283,845,447
	736,163,001
	177,431,730

	
	学校配当額
	3,304,460,513
	3,924,260,818
	4,422,678,523


４　自家用電気工作物保安業務の委託に関する状況
	
	高等学校
	支援学校
	計
	　　備　　　　　考

	28年度
	138校

29,382千円
	41校

9,823千円
	179校

39,205円
	

	27年度
	138校

27,294千円
	29校

6,780千円
	167校

34,074千円
	

	26年度
	138校

25,296千円
	29校

6,145千円
	167校

31,441千円
	


５　汚水処理施設維持管理業務の委託に関する状況
	
	高等学校
	支援学校
	計
	　　備　　　　　考

	28年度
	14校

5,121千円
	5校

2,050千円
	19校

7,171千円
	

	27年度
	15校

5,256千円
	5校

1,891千円
	20校

7,147千円
	

	26年度
	15校

4,990千円
	5校

1,875千円
	20校

6,865千円
	


